（第５条関係）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（様式２）

年　　月　　日
　神奈川県公営企業管理者 企業庁長　殿

申請者（住所）
　 　(委任者)（氏名）
　□ 代理人への委任
　私は下記の者を代理人と定め、水道利用加入金の減額申請に関する権限を委任します。
代理人（住所）
　 　(受任者)（氏名）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ※ 法人にあっては、所在地、名称及び代表者の氏名

水道利用加入金減額申請書

　神奈川県県営上水道条例第47条の６（同条例施行規程第26条の２第２号）の規定による水道利用加入金の減額を受けたいので、下記のとおり申請します。

	１　お客様番号
	－　　　　　　　　　　－

	２　使用場所
	

	３　使用者名
	

	４　地下水利用開始年月日
	年　　月　　日

	５　地下水利用状況等
	地下水規制の有無
	該当する / 該当しない

	
	施設の維持管理形態
	直接管理 / リース契約 / その他（　　　）

	
	下水道排水量の
算定方法
	水道使用量と同一 / 地下水施設の水量測定器の 計測値を使用 / その他（　　　　　　　　　　　）

	６　地下水から県営水道への全量転換予定日
	年　　月　　日

	７　全量転換後の地下水
施設の状態
	撤去 / 封鎖
（封鎖の場合、その封鎖方法：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	８　地下水施設の仕様
	揚水機の製造会社名
	

	
	揚水機の型式
	

	
	吐出口の内径
	㎜

	
	一日最大給水量
	m3

	
	一日平均給水量
	m3

	９　地下水施設の水量
測定器の仕様
	製造会社名
	

	
	種類
	

	
	型式
	

	
	測定値の出力の有無
	有（記録紙 / 電子データ）/ 無

	
	設置年月日
	年　　月　　日

	
	[bookmark: _GoBack]検定・保証満了年月日
	年　　月　　日

	
	測定器の維持管理方法
	

	10　同意事項
	次の事項について、同意します。
（１）減額の適用要件に該当するか確認するために行う現地調査に協力すること。
（２）減額後に適用要件を満たしていることを確認するために減額の翌年度、３年に１度及び必要に応じて行う現地確認に協力　すること。
（３）提出した申請書の内容を変更又は取り下げる場合は届け出ること。
　　　なお、申請の取下げがあった場合、減額を取り消すこと。
（４）減額の適用要件を満たさなくなること又は申請の取下げに　該当することを確認した場合、減額を取り消すこと。
（５）施行規程第25条の２第３項の規定による水道料金の減額に　係る申請が否決された場合、減額を取り消すこと。
（６）減額を取り消された場合、減額された金額（減額決定通知に　記載される「水道利用加入金を減じる額」）を納付すること。
　　　ただし、給水装置を自ら撤去する場合又は減径の改造工事を行う場合は、その全部又は一部が免除となる場合があること。

	11　添付書類
	

	12　担当者部署名・氏名
	

	13　担当者電話番号
	



